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(２)経営合理化の進捗状況

《経営合理化計画の骨格》

! 当行では、中期計画｢戦略の革新１２０｣（平成１０～１２年度）において、スリムで強靭な

経営体質を確立すべく、徹底的な合理化に取り組んでおります。

! １１年度の具体的な合理化施策については、概ね計画通りとなりました。

１１年度（１１年４月～１２年３月）の実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　）内は前年度対比

（拠点リストラ）

! 国内 : 支店数 ２７０支店　（▲１４支店）　１２／３末計画を達成

　　　　　　　その他 ５出張所・１代理店を統廃合

　　　　　　　軽量化　２拠点（出張所化・インストアブランチ化：各１）

　　　　　　　個人専門店舗化：５５支店

　　　　　　　安田信託銀行との共同店舗化：７支店

! 海外 ：支店数 １７支店（▲２支店）　１２／３末計画未達

　　　　　　 海外拠点数 29拠点（▲2拠点）　１２／３末計画を達成

　　　　　　 →支店数未達は、３行統合を踏まえ、米州の拠点ネットワーク再編を見直した

　　　　　　　　ことによるもの。

　　　　　　　　現地法人を合わせた海外拠点総数は６拠点削減し１２／３末計画を超過達成。

（人員削減）

! 従業員数　：１３,５６７人 （▲４０９人）　１２/３末計画を達成

　　拠点統廃合や業務効率化の徹底により４０９名の人員を削減し、１０～１１年度累計では

　計画比２３０名以上の前倒し削減を実施。

（役員数 ・役員報酬の削減）

! 役員数  ：５名削減し１２／３末計画（３４名）を達成。

! 役員報酬・賞与 ：減額改定（１０年度実施）水準を維持、役員賞与は全額返上継続。

（営業経費の抑制）

! 人件費 ：１,３７５億円 （▲１０４億円）　１２/３末計画を達成　

　　　人員削減効果に加え、１０年度から実施の賞与カット（２０～３０％）等の継続等により

　　　大幅削減。（計画比▲５５億円）

! 物件費 ： １,８５８億円　（▲３０億円）　１２/３末計画を達成

　　　店舗等営業用不動産売却に伴う賃借料増加や、業務の外部委託化に伴う業務委託費

　　　等の増加を経常経費の徹底的な圧縮等により吸収し大幅削減。（計画比▲１１２億円）

（厚生施設等の売却）

! すべての保養寮の閉鎖を完了し、保養寮・運動場・社宅・寮等の厚生施設４２件を売却。
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（３）不良債権処理の状況

! ３行統合に伴い、自己査定については金融監督庁の「金融検査マニュアル」に準拠した

厳格な統一基準を構築し、また、償却・引当については、日本公認会計士協会の「実務

指針」・「金融検査マニュアル」等に準拠した保守的かつ合理的な統一「償却・引当基準」

を制定致しました。１２年３月期はこれらの基準に基いた自己査定及び償却･引当を行な

った結果、不良債権処理額は３，４４０億円となりました（なお、一般貸倒引当金の戻入れ

を含めた与信関係費用としては３，３８１億円を計上しました）。

! 当行は自己査定に基づき、破綻・実質破綻先のⅢ・Ⅳ分類に１００％、破綻懸念先の

Ⅲ分類に７０％の償却及び個別貸倒引当金の計上を行い、また関連金融会社について

は必要な額を特定債務者支援引当金として計上した結果、分類債権別引当率は「Ⅳ分

類：１００％、Ⅲ分類：７７．３％、Ⅱ分類：５．８％」となりました。なお、金融再生法施行規則

に基づく資産査定の合計額に対して、担保・保証及び引当金によってカバーされている

割合を示した「保全率（注）」は１２年３月末で８３．１％となっております。

（注）保全率＝（担保・保証＋引当金）/（破産更生債権＋危険債権＋要管理債権）

! 金融再生法施行規則に基づく資産査定の開示額は、前年度末対比▲７４７億円の

１３，１３８億円、また、リスク管理債権は前年度末対比▲６５７億円の１２，９５９億円となり、

不良債権残高は着実に減少しております。

! 従来から不良債権の最終処理については全行をあげて取組んでおりますが、引続き

担保処分の促進等はもとよりバルクセールや整理回収機構・共同債権買取機構等の

不良債権買取の枠組の積極的活用等により、最終処理を一層推進していきたいと考えて

おります。
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（４）国内向け貸出の進捗状況（４）国内向け貸出の進捗状況（４）国内向け貸出の進捗状況（４）国内向け貸出の進捗状況

　　Ａ．１２年３月末の実績等の状況　　Ａ．１２年３月末の実績等の状況　　Ａ．１２年３月末の実績等の状況　　Ａ．１２年３月末の実績等の状況

! 当行は、１１年度にインパクトローンを除く実勢ベース（以下同様）で、国内貸出全体で

１３，３５０億円、うち中小企業向け貸出で５，４００億円の貸出増加計画に加え、１０年度下

期が見込みを下振れたこと及びその要因を踏まえ、上記計画以上の貸出増加に努力し

て参りました。

! ７月から全行運動として「良質貸出資産増強運動」を組成し、お取引先の健全な資金ニ

ーズに応えるべく、貸出商品の品揃えの充実と受入体制の強化を図ってきた結果、国内

貸出全体では年間で２５，２２２億円増加し、増加計画１３，３５０億円を上回る実績となりま

した。

また、中小企業向け貸出についても年間で６，１００億円増加し、増加計画５，４００億円を

上回る実績をあげました。なお、中小企業向け貸出の年間増加額６，１００億円のうち、後

述する各種貸出商品による実績が１０，９５４件／４，０７９億円（１件当り３７百万円）となっ

ております。

　　Ｂ．１１年度下期の増加状況およびその要因　　Ｂ．１１年度下期の増加状況およびその要因　　Ｂ．１１年度下期の増加状況およびその要因　　Ｂ．１１年度下期の増加状況およびその要因

! １１年度下期は、国内貸出全体で１５，６１６億円、中小企業向け貸出で６，８５１億円の増

加となりました。

当行では、７月に組成した全行運動「良質貸出資産増強運動」のもと、「中小企業育成フ

ァンド」をはじめとする貸出商品の品揃えの充実や、「ビジネス金融センター」の拡充等受

入体制の強化を図ってきましたが、こうした取組みの効果が、下期に入り徐々に貸出増加

につながってきたものと認識しております。

! また、株式市場に回復のきざしが見られることや、直近の日銀短観等で景況感の改善と

設備投資の底打ち感が示される結果が出てきている通り、今年に入り景気は着実に回復

しつつあると考えております。中小企業の資金需要についても、業種毎あるいは個別企

業毎に跛行性はあるものの、前向きな資金需要も出てきており、様々な貸出増強施策の

効果とあいまって、貸出の増加につながったものと考えております。

! 住宅ローンは、「住宅ローンセンター」の拡充や「金利優遇キャンペーン」の実施等により、

１１年度下期は１，４４６億円の増加となりました。
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! １１年度下期に取組んだ主要施策ならびに実績は以下の通りであります。

　（貸出商品の品揃えの充実）

　　　お取引先の多様なニーズにお応えするため、前期に引続き貸出商品の品揃えの充実を

図りました。

・ お取引の状況に応じて金利を優遇する「中小企業育成ファンド」により、お取引先の金
利負担の軽減を図り、中小企業の成長・発展を積極的に支援（総枠６，０００億円）

　　　　　　　　　　　　　年間７，５２７件／１，４６５億円　　うち下期４，８４４件／８７４億円

・ 「中小企業育成ファンド」にデリバティブ（金利キャップ）を組込んだ「セーフティーパッ
ク」により、将来の金利上昇リスクを軽減したいお取引先のニーズに対応

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年間７４０件／２１０億円　　うち下期５３０件／１４０億円

・ 金利変動型・金利固定型・金利選択権付き（借入期間中に固定金利と変動金利のス
イッチが可能）と商品ラインナップをそろえた「貸出金利優遇特別ファンド」により、お取

引先の様々な金利感に的確に対応（総枠３，０００億円）

　　　　　　　　　　　　　　　年間１，２３７件／１，６０５億円　　うち下期７３７件／８９６億円

・ 市場金利に連動した貸出ニーズに対応するために、中小企業にも活用しやすい商品
設計とした「ＭＭＬ（市場金利連動貸出）特別ファンド」を新設（総枠１，５００億円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年間４４１件／４２１億円　　うち下期４４１件／４２１億円

・ 通常よりも金利を低く設定した「ニュービジネス育成ファンド」を設定し、ベンチャー企
業の資金ニーズに積極的に対応（総枠５００億円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年間２０件／３億円　　うち下期１７件／３億円

・ 東京都の中小企業向け債券市場創設に伴い、中核金融機関としてローン担保証券
（CLO）発行のスキームをアレンジし、将来性・成長力・技術力の高い中小企業に対し、

直接金融市場からの新たな資金調達手段を積極的に提供

　　　　　　　　年間９８９件／３７５億円　　うち下期９８９件／３７５億円（都銀Ｎｏ．１実績）
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　（受入体制の強化）

　　　チャネルの拡充、関連会社機能の活用など、お取引先の借入ニーズに対する受入体制

の強化を図りました。

・ 中小企業向けダイレクトマーケティングチャネルであるビジネス金融センターに「神奈
川支所」を新設（従来は東京・大阪）。融資経験豊富な専門スタッフによる中小企業の

資金調達ニーズに対するスピーディーかつきめ細かな対応を従来以上に強化。

・ ニュービジネスマーケットへの取組み体制を充実させる観点から、１１月に法人営業部
内に「ニュービジネス支援室」を設置。ニュービジネスに関する専門知識と情報力を駆

使し、「著作権担保融資」「成功報酬金利型融資」等ニュービジネス企業専用の商品・

スキームを個別に組成し対応

・ 梅田地区、京都地区に「地域営業部」を設置し、沿線上にあるお取引先企業を集約。
高度化する企業ニーズに的確かつスピーディーに対応できる体制を構築

（１１／上期に設置した渋谷地区、池袋地区、神奈川地区、神戸地区と合わせ「地域営

業部」は６部体制）

・ 営業店の「新規取引専管者」を２５名増員し１００名体制を構築。これまで当行とお取引
のない先への対応力を強化

・ 融資に強い人材育成の観点から、事務行員から支店長までそれぞれのステージに応
じた「融資研修」を実施（６９回／１，７００名）

また、「各種スキルアップセミナー」を実施し、事業承継・Ｍ＆Ａ等お取引先の高度化・

多様化するニーズへの対応力を強化（５６回／８００名）

・ 「ニュービジネス育成ファンド」による貸出に加え、富士銀キャピタルによる投資、第一
勧業富士信託銀行が運営する「公益信託富士ニュービジネス育成基金」、富士総合

研究所が技術情報を支援する「芙蓉テクノライブラリー」、芙蓉グループが共同で事業

化を支援する「芙蓉ニュービジネスフォーラム」・「芙蓉環境ビジネス協議会」等、ニュ

ービジネス企業の金融面・非金融面のニーズにグループ力を最大限活用して対応

・ インターネットを活用し、お取引先に無料で各種為替情報、経営情報サービス・商品
等の情報を提供していく「富士情報ネットサービス」の開始（４月）

・ 住宅ローンセンターを１１／３月末の２５０名体制から３３０名体制に８０名増員、また休
日相談窓口を拡大するなど、お取引先の利便性向上に注力

・ １月より「住宅ローン金利優遇キャンペーン」を組成し、住宅ローンを積極的に拡販
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　　Ｃ．今後の取組み　　Ｃ．今後の取組み　　Ｃ．今後の取組み　　Ｃ．今後の取組み

! 当行では、国内貸出就中、中小企業向け貸出の増強は社会的使命であると認識しており、

１２年度においても貸出商品の品揃えの充実や受入体制の強化等を通じ、お取引先各

層の多様な資金ニーズに積極的に対応し、引き続き信用供与の拡大には最大限努力し

ていきたいと考えております。

! 特に、中小企業向け貸出については、前期に実施しました「良質貸出資産増強運動」に

引き続き、４月より「中小企業向け貸出増強運動」を組成し、健全な資金ニーズに積極的

に応えるべく、全行をあげて取組んで参ります。

（みずほフィナンシャルグループとしての今後の取組みについては、５１～５３頁参照）


